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◇訓  令◇ 

○ 阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休暇規程及び阪神水道企業団職員の育児

休業等に関する規程の一部を改正する規程 

 

 

◇訓     令◇ 

 
訓令第１号 

庁中一般  

各  所  

 

阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休暇規程及び阪神水道企業団職員の育児休業等に

関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和４年９月28日 

阪神水道企業団      

企業長 吉 田 延 雄  

阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休暇規程及び阪神水道企業団職員の育

児休業等に関する規程の一部を改正する規程 

（阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休暇規程の一部改正） 

第１条 阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休暇規程（昭和25年訓令第99号）の一部を

次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（特別休暇） 

第15条の２ 職員が次に掲げる事由により勤

務することができない場合において、やむ

を得ないと認めるときは、それぞれ規定の

範囲内において特別休暇を与えることがで

きる。ただし、企業長は必要と認めるとき

は、その事実を証明する書類を提出させる

ことができる。 

 

（特別休暇） 

第15条の２ 職員が次に掲げる事由により勤

務することができない場合において、やむ

を得ないと認めるときは、それぞれ規定の

範囲内において特別休暇を与えることがで

きる。ただし、企業長は必要と認めるとき

は、その事実を証明する書類を提出させる

ことができる。 
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⑴から⑻まで 省略 

⑼ 職員の妻が出産する場合であつてそ

の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場

合にあつては、 14週間）前の日から当

該出産の日以後１年を経過する日まで

の期間にある場合において、当該出産

に係る子又は小学校就学の始期に達す

るまでの子（妻の子を含む。）を養育

する職員が、これらの子の養育のため

勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 

当該期間につき５日の範囲内で必要

と認める期間 

⑽から⒂まで 省略 

 

⑴から⑻まで 省略 

⑼ 職員の妻が出産する場合であつてそ

の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場

合にあつては、 14週間）前の日から当

該出産の日後８週間を経過する日まで

の期間にある場合において、当該出産

に係る子又は小学校就学の始期に達す

るまでの子（妻の子を含む。）を養育

する職員が、これらの子の養育のため

勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 

当該期間につき５日の範囲内で必要

と認める期間 

⑽から⒂まで 省略 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下「改正部分」という。 )に対応する改正後の欄中下線が引かれた部分 (以

下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。  

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。  

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。  

 

（阪神水道企業団職員の育児休業等に関する規程の一部改正） 

第２条 阪神水道企業団職員の育児休業等に関する規程（平成４年訓令第２号）の一部を次

のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第３条 次に掲げる職員は、育児休業をする

ことができない。 

⑴及び⑵ 省略 

⑶ 非常勤職員であって、次のいずれか

に該当するもの以外の非常勤職員 

イ 次のいずれにも該当する非常勤職員 

 

 

(ｲ) その養育する子（第４条第１項

に規定する子をいう。以下同じ。）

が１歳６か月に達する日（以下「１

歳６か月到達日」という。）（当該

子の出生の日から第３条の２に規定

 

（育児休業をすることができない職員） 

第３条 次に掲げる職員は、育児休業をする

ことができない。 

⑴及び⑵ 省略 

⑶ 次のいずれかに該当する非常勤職員

以外の非常勤職員 

イ 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｲ) 引き続き在職した期間が１年以

上である非常勤職員 

(ﾛ) その養育する子（第４条第１項

に規定する子をいう。以下同じ。）

が１歳６か月に達する日（以下「１

歳６か月到達日」という。）（第４

条第５項の規定に該当する場合にあ
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する期間内に育児休業をしようとす

る場合にあっては当該期間の末日か

ら６月を経過する日、第４条第５項

の規定に該当する場合にあっては当

該子が２歳に達する日）までに、そ

の任期（任期が更新される場合にあ

っては、更新後のもの）が満了する

こと及び引き続き採用されないこと

が明らかでない非常勤職員 

(ﾛ) 勤務日の日数を考慮して企業長

が定める非常勤職員 

ロ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

(ｲ) その養育する子が１歳に達する

日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員が

第４条第４項第２号に掲げる場合に

該当してする育児休業の期間の末日

とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては、当該末日と

さ れ た 日 。 以 下 ( ｲ )に お い て 同

じ。）において育児休業をしている

非常勤職員であって、同項第３号に

掲げる場合に該当して当該子の１歳

到達日の翌日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとするも

の 

(ﾛ) その任期の末日を育児休業の期

間の末日とする育児休業をしている

場合であって、当該任期を更新さ

れ、又は当該任期の満了後引き続い

て採用されることに伴い、当該育児

休業に係る子について、当該更新前

の任期の末日の翌日又は当該採用の

日を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとするもの 

ハ 省略 

 

 

っては、２歳に達する日）までに、

その任期（任期が更新される場合に

あっては、更新後のもの）が満了す

ること及び引き続き採用されないこ

とが明らかでない非常勤職員 

 

 

 

 

(ﾊ) 勤務日の日数を考慮して企業長

が定める非常勤職員 

ロ 第４条第４項第３号に掲げる場合に

該当する非常勤職員（その養育する子

が１歳に達する日（以下この号及び同

項において「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員がす

る育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日）におい

て育児休業をしている非常勤職員に限

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 省略 

ニ その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている非常勤
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（育児休業法第２条第１項第１号で定め

る期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号

に規定する期間は、当該子の出生日から起

算した57日間とする。 

 

（育児休業の承認） 

第４条 職員は、企業長の承認を受けて、当

該職員の子（民法（明治29年法律第89号）

第817条の２第１項の規定により職員が当

該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求

した者（当該請求に係る家事審判事件が裁

判所に係属している場合に限る。）であっ

て、当該職員が現に監護するもの、児童福

祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１

項第３号の規定により同法第６条の４第２

号に規定する養子縁組里親である職員に委

託されている児童（児童福祉法第６条の４

第１号に規定する養育里親である職員（児

童の親その他の同法第27条第４項に規定す

る者の意に反するため、同項の規定によ

り、同法第６条の４第２号に規定する養子

縁組里親として当該児童を委託することが

できない職員に限る。）に同法第27条第１

項第３号の規定により委託されている当該

児童を含む。以下同じ。））を養育するた

め当該子が３歳に達する日（非常勤職員の

当該子に係る育児休業ができる日は、第４

項に定める日（当該子の養育の事情を考慮

職員であって、当該育児休業に係る子

について、当該任期が更新され、又は

当該任期の満了後に引き続き採用され

ることに伴い、当該任期の末日の翌日

又は当該引き続き採用される日を育児

休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとするもの 

 

（再度の育児休業をすることができる最初

の育児休業の期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項ただし

書に規定する期間は、当該子の出生日から

起算した57日間とする。 

 

（育児休業の承認） 

第４条 職員は、企業長の承認を受けて、当

該職員の子（民法（明治29年法律第89号）

第817条の２第１項の規定により職員が当

該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求

した者（当該請求に係る家事審判事件が裁

判所に係属している場合に限る。）であっ

て、当該職員が現に監護するもの、児童福

祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１

項第３号の規定により同法第６条の４第２

号に規定する養子縁組里親である職員に委

託されている児童（児童福祉法第６条の４

第１号に規定する養育里親である職員（児

童の親その他の同法第27条第４項に規定す

る者の意に反するため、同項の規定によ

り、同法第６条の４第２号に規定する養子

縁組里親として当該児童を委託することが

できない職員に限る。）に同法第27条第１

項第３号の規定により委託されている当該

児童を含む。以下同じ。））を養育するた

め当該子が３歳に達する日（非常勤職員の

当該子に係る育児休業ができる日は、第４

項に定める日（当該子の養育の事情を考慮
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して特に必要と認められる場合に該当する

ときは、２歳に達する日））まで、育児休

業をすることができる。ただし、当該子に

ついて、既に２回の育児休業（次に掲げる

育児休業を除く。）をしたことがあるとき

は、特別の事情がある場合を除き、この限

りでない。 

 

 

 

 

 

 

⑴ 子の出生の日から前条に規定する期

間内に、職員（当該期間内に阪神水道

企業団職員就業時間、休日及び休暇規

程（昭和 25年訓令第 99号。第 11条第２

項において「勤務時間等規程」とい

う。）第 11条第１項に規定する産後休

暇 を 取 得 し 、 勤 務 し な い 職 員 を 除

く。）が当該子についてする育児休業

（次号に掲げる育児休業を除く。）の

うち最初のもの及び２回目のもの 

⑵ 任期を定めて採用された職員が当該

任期の末日を育児休業の期間の末日と

してする育児休業（当該職員が、当該

任期を更新され、又は当該任期の満了

後引き続いて採用されることに伴い、

当該育児休業に係る子について、当該

更新前の任期の末日の翌日又は当該採

用の日を育児休業の期間の初日とする

育児休業をする場合に限る。） 

２ 育児休業の承認を受けようとする職員

は、第６項第７号に掲げる事情に該当して

育児休業の承認を請求する場合を除き、育

児休業を始めようとする日の１月（次に掲

げる場合は、２週間）前までに、育児休業

承認請求書（様式第１）により、その承認

して特に必要と認められる場合に該当する

ときは、２歳に達する日））まで、育児休

業をすることができる。ただし、当該子に

ついて、既に   育児休業（第３条の２

に規定する期間内に、職員（当該期間内に

阪神水道企業団職員就業時間、休日及び休

暇規程（昭和25年訓令第99号。第11条第２

項において「勤務時間等規程」という。）

第 11条第１項に規定する産後休暇を取得

し、勤務しなかった職員を除く。）が当該

子についてした最初の育児休業を除く。）

をしたことがあるときは、特別の事情があ

る場合を除き、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 育児休業の承認を受けようとする職員

は、第６項第７号に掲げる事情に該当して

育児休業の承認を請求する場合を除き、育

児休業を始めようとする日の１月（次に掲

げる場合は、２週間）前までに、育児休業

承認請求書（様式第１）により、その承認
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を請求するものとする。 

⑴ 当該請求に係る子の出生の日から前

条に規定する期間内に育児休業をしよ

うとする場合 

⑵ 第４項第３号に掲げる場合に該当す

る場合であって、当該請求をする日が

当該請求に係る子の１歳到達日（当該

請求をする非常勤職員が同項第２号に

掲げる場合に該当してする育児休業又

は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲

げる場合若しくはこれに相当する場合

に該当してする育児休業法その他の法

律の規定による育児休業（以下「地方

等育児休業」という。）の期間の末日

とされた日が当該請求に係る子の１歳

到達日後である場合は、当該末日とさ

れた日（当該育児休業の期間の末日と

された日と当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日が異なるときは、そ

のいずれかの日））以前の日である場

合 

⑶ 第５項の規定に該当する場合であっ

て、当該請求をする日が当該請求に係

る子の１歳６か月到達日以前の日であ

る場合 

３ 省略 

４ 第１項の非常勤職員の当該子に係る育児

休業ができる日は、当該子の養育の事情に

応じ、１歳に達する日から１歳６か月に達

する日までの間で次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

⑴ 省略 

⑵ 非常勤職員の配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。）が当該非常勤

職員の養育する子の１歳到達日以前の

いずれかの日において当該子を養育す

るために地方等育児休業をしている場

を請求するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 省略 

４ 第１項の非常勤職員の当該子に係る育児

休業ができる日は、当該子の養育の事情に

応じ、１歳に達する日から１歳６か月に達

する日までの間で次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

⑴ 省略 

⑵ 非常勤職員の配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下同じ。）が当該非常勤

職員の養育する子の１歳到達日以前の

いずれかの日において当該子を養育す

るために育児休業法その他の法律の規
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合において、当該非常勤職員が、当該

子について育児休業をしようとする場

合（当該育児休業の期間の初日とされ

た日が当該子の１歳到達日の翌日後で

ある場合又は当該地方等育児休業の期

間の初日前である場合を除く。）  当

該子が１歳２か月に達する日（当該日

が当該育児休業の期間の初日とされた

日から起算して育児休業等可能日数

（当該子の出生の日から当該子の１歳

到達日までの日数をいう。）から育児

休業等取得日数（当該子の出生の日以

後当該非常勤職員が労働基準法（昭和

22年法律第 49号）第 65条第１項又は第

２項の規定により勤務しなかった日数

と当該子について育児休業をした日数

を合算した日数をいう。）を差し引い

た日数を経過する日より後の日である

ときは、当該経過する日） 

 

 

 

⑶ １歳から１歳６か月に達するまでの

子を養育する非常勤職員が次に掲げる

場合のいずれにも該当する場合（当該

子についてこの号に掲げる場合に該当

して育児休業をしている場合であって

第６項第７号に掲げる事情に該当する

ときはロ及びハに掲げる事情に該当す

る場合、第６項第１号から第４号まで

に掲げる事情がある場合にあってはハ

に掲げる場合に該当する場合）  当該

子の１歳６か月到達日 

 

 

 

 

 

定による育児休業（以下この条及び次

条において「地方等育児休業」とい

う。）をしている場合において当該非

常勤職員が当該子について育児休業を

しようとする場合（当該育児休業の期

間の初日とされた日が当該子の１歳到

達日の翌日後である場合又は当該地方

等育児休業の期間の初日前である場合

を除く。）  当該子が１歳２か月に達

する日（当該日が当該育児休業の期間

の初日とされた日から起算して育児休

業等可能日数（当該子の出生の日から

当該子の１歳到達日までの日数をい

う。）から育児休業等取得日数（当該

子の出生の日以後当該非常勤職員が労

働基準法（昭和 22年法律第 49号）第 65

条第１項又は第２項の規定により勤務

しなかった日数と当該子について育児

休業をした日数を合算した日数をい

う。）を差し引いた日数を経過する日

より後の日であるときは、当該経過す

る日） 

⑶ １歳から１歳６か月に達するまでの

子を養育するため、非常勤職員が当該

子の１歳到達日（当該子を養育する非

常勤職員が前号に掲げる場合に該当し

てする育児休業又は当該非常勤職員の

配偶者が同号に掲げる場合若しくはこ

れに相当する場合に該当してする地方

等育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日（当該育

児休業の期間の末日とされた日と当該

地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なるときは、そのいずれかの

日））の翌日（当該子の１歳到達日後

の期間においてこの号に掲げる場合に

該当してその任期の末日を育児休業の
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イ 当該非常勤職員が当該子の１歳到達

日（当該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業又は当該非

常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合

若しくはこれに相当する場合に該当し

てする地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた

日（当該育児休業の期間の末日とされ

た日と当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日が異なるときは、そのい

ずれかの日））の翌日（当該配偶者が

この号に掲げる場合又はこれに相当す

る場合に該当して地方等育児休業をす

る場合にあっては、当該地方等育児休

業の期間の末日とされた日の翌日以前

の日）を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとする場合 

ロ 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において育

児休業をしている場合又は当該非常勤

職員の配偶者が当該子の１歳到達日

（当該配偶者が同号に掲げる場合又は

これに相当する場合に該当してする地

期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員であって、当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に引き続

き採用されるものにあっては、当該任

期の末日の翌日又は当該引き続き採用

される日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合であ

って、次に掲げる場合のいずれにも該

当するとき  当該子の１歳６か月到達

日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

がする育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては、当該末日とされた日）に

おいて育児休業をしている場合又は当

該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳

到達日（当該配偶者がする地方等育児

休業の期間の末日とされた日が当該子

の１歳到達日後である場合にあって
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方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合に

あっては、当該末日とされた日）にお

いて地方等育児休業をしている場合 

ハ 省略 

ニ 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）後の期間に

おいてこの号に掲げる場合に該当して

育児休業をしたことがない場合 

５ 第１項の当該子の養育の事情を考慮して

特に必要と認められる場合は、１歳６か月

から２歳に達するまでの子を養育する非常

勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれ

にも該当する場合（当該子についてこの項

の規定に該当して育児休業をしている場合

であって第６項第７号に掲げる事情に該当

するときは第２号及び第３号に掲げる場合

に該当する場合、第６項第１号から第４号

までに掲げる事情がある場合にあっては同

号に掲げる場合に該当する場合）とする。 

 

 

 

 

⑴ 当該非常勤職員が当該子の１歳６か

月到達日の翌日（当該非常勤職員の配

偶者がこの項の規定に該当し、又はこ

れに相当する場合に該当して地方等育

児休業をする場合にあっては、当該地

方等育児休業の期間の末日とされた日

の翌日以前の日）を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとする場

合 

⑵及び⑶ 省略 

は、当該末日とされた日）において地

方等育児休業をしている場合 

 

 

ロ 省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 第１項の当該子の養育の事情を考慮して

特に必要と認められる場合は、１歳６か月

から２歳に達するまでの子を養育するた

め、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達

日の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の

期間においてこの項に掲げる場合に該当し

てその任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしている非常勤職員であ

って、当該任期が更新され、又は当該任期

の満了後に引き続き採用されるものにあっ

ては、当該任期の末日の翌日又は当該引き

続き採用される日）を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとする場合であ

って、次の各号のいずれにも該当するとき

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴及び⑵ 省略 
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⑷ 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳６か月到達日後の期間に

おいてこの項の規定に該当して育児休

業をしたことがない場合 

６ 第１項の特別の事情とは、次に掲げる事

情とする。 

⑴から⑷まで 省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸及び⑹ 省略 

⑺ 任期を定めて採用された職員であっ

て、当該任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしているもの

が、当該任期を更新され、又は当該任

期の満了後引き続いて採用されること

に伴い、当該育児休業に係る子につい

て、当該更新前の任期の末日の翌日又

は当該採用の日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとするこ

と。 

 

様式第２ 

 削除 

 

 

 

 

 

６ 第１項の特別の事情とは、次に掲げる事

情とする。 

⑴から⑷まで 省略 

⑸ 育児休業（この号の規定に該当した

ことにより当該育児休業に係る子につ

いて既にしたものを除く。）の終了

後、３月以上の期間を経過したこと

（当該育児休業をした職員が、当該育

児休業の承認の請求の際育児休業によ

り当該子を養育するための計画につい

て育児休業計画書（様式第２）により

企業長に申し出た場合に限る。）。 

⑹及び⑺ 省略 

⑻ その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている非常勤

職員が、当該育児休業に係る子につい

て、当該任期が更新され、又は当該任

期の満了後に引き続き採用されること

に伴い、当該任期の末日の翌日又は当

該引き続き採用される日を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようと

すること。 

 

 

様式第２ 

 （別紙１のとおり） 

 

備考 

１ 改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下「改正部分」という。 )に対応する改正後の欄中下線が引かれた部分 (以

下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改める。  

２ 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。  

３ 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正部分を加える。  

４ 改正様式に対応する改正後様式がない場合には、当該改正様式を削る。  

 

附 則 

 （施行期日） 
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１ この規程は、令和４年10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程の施行日前に育児休業計画書を提出した職員に対するこの規程による改正前の

第４条第６項第５号の規定の適用については、なお従前の例による。 

 


